
豊 田 市 が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱  

 

（ 目 的 ）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、国 が 事 業 採 択 し た が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事 業

の 実 施 に 際 し 、危 険 住 宅 を 移 転 す る 者 に 対 し 、予 算 の 範 囲 内 に お い て

補 助 金 を 交 付 す る こ と に つ い て 、 豊 田 市 補 助 金 等 交 付 規 則 (昭 和 ４ ５

年 規 則 第 ３ ４ 号 )に 定 め る も の の ほ か 、 必 要 な 事 項 を 定 め る こ と を 目

的 と す る 。  

 

（ 補 助 事 業 等 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 に 基 づ い て 、が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事 業 費 補 助 金

（ 以 下 「 補 助 金 」 と い う 。） を 交 付 す る 事 業 （ 以 下 「 補 助 事 業 」 と い

う 。） の 経 費 、 補 助 対 象 額 、 補 助 率 等 は 別 表 に 定 め る と お り と す る 。  

 

（ 補 助 事 業 の 対 象 者 ）  

第 ３ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け る こ と が で き る 者（ 以 下「 補 助 対 象 者 」と

い う 。） は 、 次 の 各 号 の 全 て を 満 た す 者 と す る 。  

（ １ ）危 険 住 宅 に 居 住 す る 者（ 借 家 人 の 場 合 は 、所 有 者 の 同 意 が 得 ら れ

る 者 を 含 む 。）  

（ ２ ） 豊 田 市 税 を 滞 納 し て い な い 者  

（ ３ ） 危 険 住 宅 の 移 転 先 が 、 市 外 で な い 者  

 

（ 補 助 対 象 者 の 適 用 除 外 ）  

第 ３ 条 の ２  前 条 の 規 定 に か か わ ら ず 、次 に 掲 げ る 者 は 、補 助 対 象 者 と

し な い 。  

（ １ ）暴 力 団 員（ 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律（ 平

成 ３ 年 法 律 第 ７ ７ 号 。以 下「 暴 対 法 」と い う 。）第 2 条 第 6 号 に

規 定 す る 暴 力 団 員 を い う 。 以 下 同 じ 。）  

（ ２ ） 暴 力 団 （ 暴 対 法 第 ２ 条 第 2 号 に 規 定 す る 暴 力 団 を い う 。 以 下 同

じ 。）  

（ ３ ） 暴 力 団 員 が 役 員 と な っ て い る 団 体  

（ ４ ） 暴 力 団 員 又 は 暴 力 団 と 密 接 な 関 係 を 有 し て い る 団 体  

 

第 ４ 条  削 除  

 

（ 補 助 金 の 交 付 の 申 請 ）  

第 ５ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者（ 以 下「 交 付 申 請 者 」と い う 。）

は 、補 助 事 業 に 関 す る 契 約 及 び 着 手 よ り 前 に 、が け 地 近 接 等 危 険 住 宅



移 転 事 業 費 補 助 金 交 付 申 請 書（ 様 式 第 １ 号 ）に 、関 係 書 類 を 添 付 し て 、

市 長 に 申 請 し な け れ ば な ら な い 。た だ し 、危 険 住 宅 の 移 転 行 為 に 伴 っ

て 、他 の 目 的 を も つ 市 の 補 助 制 度 等 を 同 時 に 利 用 す る 場 合 は 、申 請 で

き な い 。  

 

（ 補 助 金 の 交 付 の 決 定 ）  

第 ６ 条  市 長 は 、補 助 金 交 付 申 請 書 を 受 理 し た と き は 、そ の 内 容 を 審 査

し 、適 当 と 認 め た と き は 、補 助 金 の 交 付 を 決 定 す る も の と す る 。こ の

場 合 に お い て 、市 長 は 補 助 金 の 交 付 の 目 的 を 達 成 す る た め 必 要 が あ る

と き は 、 条 件 を 付 す る こ と が で き る 。  

２  市 長 は 、本 補 助 金 の 交 付 事 務 に 必 要 な 内 容 に 関 し 、申 請 者 等 の 同 意

を 得 た 上 で 、法 人・任 意 団 体 等 の 場 合 は 市 税 の 収 納 状 況 を 、個 人・個

人 事 業 主 等 の 場 合 は 住 民 基 本 台 帳 の 閲 覧 及 び 市 税 の 収 納 状 況 を 確 認

す る こ と が で き る 。  

 

（ 決 定 の 通 知 ）  

第 ７ 条  市 長 は 、補 助 金 の 交 付 の 決 定 を し た と き は 、が け 地 近 接 等 危 険

住 宅 移 転 事 業 費 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書（ 様 式 第 ２ 号 ）に よ り 、交 付 申

請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

（ 中 止 届 ）  

第 ８ 条  交 付 申 請 者 は 、補 助 事 業 を 中 止 す る 場 合 は 、直 ち に が け 地 近 接

等 危 険 住 宅 移 転 事 業 中 止 届（ 様 式 第 ３ 号 ）を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。   

 

（ 計 画 の 変 更 ）  

第 ９ 条  交 付 申 請 者 は 、交付決定内容に変更が生じる場合は、当該変更

に着手する前に、が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事 業 計 画変更承認申請書

（様式第４号）に関係書類を添付して、市長に提出しなければならな

い。  

 

（ 変 更 の 承 認 ）   

第 １ ０ 条  市 長 は 、前 条 に 規 定 す る 申 請 書 を 受 け た 場 合 は 、そ の 内 容 を

審 査 し 、適 当 と 認 め た と き は 、第 ６ 条 の 規 定 に よ る 決 定 を 変 更 す る こ

と が で き る 。  

２  市 長 は 、前 項 に よ り 承 認 し た と き は 、が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事

業 費 補 助 金変更決定通知書（様式第５号）に よ り 交 付 申 請 者 に 通 知 す

る も の と す る 。  

 



第 １ １ 条  削 除  

 

（ 実 績 報 告 書 の 提 出 ）  

第 １ ２ 条  交 付 申 請 者 は 、補 助 事 業 が 完 了 し た と き は 、完 了 の 日 か ら 起

算 し て ３ ０ 日 を 経 過 し た 日 又 は 事 業 年 度 の ２ 月 末 日 の い ず れ か 早 い

期 日 ま で に が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 実 績 報 告 書（様式第６号）に関

係 書 類 を 添 付 し て 、 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 

（ 補 助 金 の 確 定 ）  

第 １ ３ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ り 実 績 報 告 書 が 提 出 さ れ た と き は 、

そ の 内 容 を 審 査 し 、適 当 と 認 め た と き は 、交 付 す べ き 補 助 金 の 額 を 確

定 し 、が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事 業 費 補 助 金 確 定 通 知 書（ 様 式 第 ７

号 ） に よ り 、 交 付 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 

（ 補 助 金 の 交 付 ）  

第 １ ４ 条  交付申請者は、前条の規定による通知をうけたときは、遅滞

なく請求しなければならない。  

２  市長は、前項の規定により請求された場合は、補助金を交付するも

のとする。ただし、豊田市耐震等関連事業に係る補助金代理受領に関

する事務取扱要領に定めるところにより、補助金の受領を当該補助事

業の契約を締結した者へ委任する場合はその者に補助金を交付する。 

 

 

（ 交 付 決 定 の 取 消 し 又 は 補 助 金 の 返 還 ）  

第 １ ５ 条  市 長 は 、交付申請者が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 は 、

補 助 金 の 交 付 の 決 定 の 全 部 若 し く は 一 部 を 取 り 消 し 、又 は 既 に 交 付 し

た 補 助 金 の 全 部 若 し く は 一 部 を 返 還 さ せ る こ と が で き る 。  

（ １ ）法 令・こ の 要 綱・補 助 金 の 交 付 の 決 定 に 付 し た 条 件 又 は 市 長 の 処

分 に 違 反 し た と き 。  

（ ２ ） 補 助 金 を 補 助 事 業 以 外 の 用 途 へ 使 用 し た と き 。  

（ ３ ）補 助 金 の 運 用 又 は 補 助 事 業 の 執 行 方 法 が 不 適 当 と 認 め ら れ る と き 。 

（ ４ ） 決 算 額 が 補 助 基 本 額 に 比 べ て 減 少 し た と き 。  

（ ５ ）補 助 事 業 の 内 容 を 変 更 し 、又 は 事 業 を 中 止 若 し く は 廃 止 し た と き 。

（ ６ ）提 出 書 類 に 虚 偽 の 事 項 を 記 載 し 、補 助 金 の 交 付 に 関 し 不 正 の 行 為  

が あ っ た と き 。  

（ ７ ） 第 ３ 条 の ２ 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 で あ る こ と が 判 明 し た  

と き 。  

 

（ 遅 滞 金 利 息 ）  



第 １ ６ 条  交付申請者は 、補 助 金 の 返 還 を 決 定 さ れ 、こ れ を 納 期 日 ま で

に 納 付 し な か っ た と き は 、納 期 日 の 翌 日 か ら 納 付 の 日 ま で の 日 数 に 応

じ 、そ の 未 納 付 額 に つ き 豊 田 市 税 外 収 入 に 係 る 遅 滞 金 条 例（ 昭 和 ３ ９

年 条 例 第 ７ 号 ）に 規 定 す る 遅 滞 金 利 息 を 納 付 し な け れ ば な ら な い 。た

だ し 、市 長 が や む を 得 な い 事 情 が あ る と 認 め る と き は 、遅 滞 金 利 息 の

全 部 又 は 一 部 を 免 除 す る こ と が で き る 。  

 

（ 財 産 の 処 分 の 制 限 ）  

第 １ ７ 条  交付申請者は 、補 助 事 業 に よ り 取 得 し 、又 は 効 用 の 増 加 し た

財 産（ 取 得 価 格 又 は 効 用 の 増 加 価 格 が 単 価 ５ ０ 万 円 未 満 の 設 備 及 び 備

品 を 除 く 。） を 、 市 長 の 承 認 を 受 け な い で 、 補 助 金 の 交 付 の 目 的 に 反

し て 使 用 し 、 譲 渡 し 、 貸 付 け 又 は 担 保 に 供 し て は な ら な い 。 た だ し 、

補 助 金 の 交 付 の 目 的 及 び 当 該 財 産 の 耐 用 年 数 を 勘 案 し て 、市 長 が 定 め

る 期 間 を 経 過 し た 場 合 は こ の 限 り で は な い 。  

２  交付申請者 が 前 項 の 承 認 を 得 て 財 産 を 処 分 し た こ と に よ り 収 入 が

あ っ た と き は 、市 長 は そ の 交 付 し た 額 の 全 部 又 は 一 部 に 相 当 す る 額 を

返 還 納 付 さ せ る こ と が で き る 。  

 

（ 検 査 等 ）  

第 １ ８ 条  市 長 は 、交付申請者に 対 し て 、補 助 事 業 に 関 し 必 要 な 指 示 を

し 、 報 告 を 求 め 又 は 検 査 す る こ と が で き る 。  

 

（ そ の 他 ）  

第 １ ９ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、必 要 な 事 項 は 市 長 が 別 に 定 め

る 。  

 

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 綱 は 、 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ こ の 要 綱 の 失 効 ）  

２  こ の 要 綱 は 、令 和 ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 に 限 り 、そ の 効 力 を 失 う 。た だ し 、

同 日 以 前 に こ の 要 綱 の 規 定 に 基 づ き 、交 付 申 請 が な さ れ た 補 助 金 に 関

し て は 、 同 日 後 も 、 な お 効 力 を 有 す る 。  

 

 

 

 

 

 



別  表  

 

経  費  の  区  

分  

補  助  事  業  の  

内  容  
補  助  の  限  度  額  補 助 率  

危 険 住 宅 の 除 却

等 に 要 す る 経 費

（ 消 費 税 及 び 地

方 消 費 税 に 相 当

する額を除く。） 

移 転 を 行 う 者 に

対 し て 危 険 住 宅

の 除 却 に 要 す る

費 用 を 補 助  

住 宅 局 標 準 建 設 費 等 通

知 に 定 め る １ ㎡ 当 た り

の 額 を 危 険 住 宅 の 延 べ

床 面 積 に 乗 じ た 除 却 工

事 費 を 限 度 と す る 。  

10／ 10  

移 転 を 行 う 者 に

対 し て 引 越 費 用

（ 動 産 移 転 費 、仮

住 居 費 等 ）を 補 助  

１ 戸 当 た り 975 千 円 を

限 度 と す る 。  
10／ 10  

危 険 住 宅 に 代 わ

る 住 宅 の 建 設

（ 購 入 を 含 む 。）

に 要 す る 経 費  

（ 建 物 助 成 費 。

消 費 税 及 び 地 方

消 費 税 に 相 当 す

る額を除く。）  

移 転 を 行 う 者 に

対 し て 、危 険 住 宅

に 代 わ る 住 宅 の

建 設 又 は 購 入（ こ

れ に 必 要 な 土 地

の 取 得 を 含 む 。）

を す る た め に 要

す る 資 金 を 金 融

機 関 、そ の 他 の 機

関 か ら 借 り 入 れ

た 場 合 に お い て 、

当 該 借 入 金 利 子

（ 年 利 率 8 .5％ を

限 度 と す る 。） に

相 当 す る 額 の 費

用 を 交 付 す る 事

業  

１ 戸 当 た り 4 ,210 千 円

（ 建 物 3 ,250 千 円 、 土

地 960 千 円 ） を 限 度 と

す る 。  

た だ し 、特 殊 土 壌 地 帯 、

地 震 防 災 対 策 強 化 地

域 、保 全 人 家 10 戸 未 満

の 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 区

域 及 び 出 水 に よ る 災 害

危 険 区 域（「 特 殊 土 壌 地

帯 等 」） に つ い て は 、 1

戸 当 た り 7 ,318 千 円（ 建

物 4 ,650 千 円 、 土 地

2 ,060 千 円 、 敷 地 造 成

608 千 円 ） を 限 度 と す

る 。  

10／ 10  

 

 


